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１． はじめに 
現在、コンピュータを利用して数多くの文書に容易にア

クセスできる環境が整ってきている。それとともに、それ

らの文書を効率良く処理する技術の開発が活発化[1]してい

る。この分野の課題の一つとして、類似文書検索 [2]があ

る。類似文書検索の基本的な方法は、①元となる文書を何

らかのモデルに変換する。②検索対象となる文書集合の各

文書を同じモデルに変換する。③モデル間の類似度を計算

し、類似度の高いものを抽出する。というものである。モ

デルとしては、文書中に出現する語の TF*IDF からなる文

書ベクトルや、文書中に出現する語の出現確率に基づく確

率モデルなどがある。これらの考えに基づく商用システム

なども開発されているが、まだ精度には課題が残っている。

そのため、さらなる手法についての研究が進められている

のが現状である。 
本研究では、このような類似文書検索に対し、カテゴリ

データ間の関係を示すクラメールの連関係数[3]を援用する

アプローチを検討した。本稿では、本手法を示すとともに、

プロトタイプを用いた評価実験結果について報告する。 

2 ．クラメールの連関係数を援用した類似文書検
索システム 
2.1 本研究で対象とする類似文書検索 

本研究における類似文書検索は、特定の文書と文書集合

中の全文書とを比較し、類似している文書を検索するとい

うものである。端的にいえば、文書をクエリとした文書検

索となる。これを実現するためには、任意の二つの文書の

類似度を求める必要がある。この点に対し、クラメールの

連関係数を援用する。 
2.2 クラメールの連関係数 
クラメールの連関係数は、カテゴリデータ間の関連の程

度を表す指標の一つであり、二つのカテゴリの連関（独立

性）を測る指標である。k 個の要素からなるカテゴリデー

タ A と l 個の要素からなるカテゴリデータ B 間のクラメー

ルの連関係数 CA,Bは、式(1)によって求めることができる。 

 
ここで、n はデータの総数、fi,j、は A の i 番目の要素 Ai

と B の j 番目の要素 Bjが一緒に出現したデータ数、fiは Ai

が出現したデータ数、fj は Bj が出現したデータ数を示す。

またクラメールの連関係数は 0≦CA,B≦1 の値をとり、1 の

時に完全に連関となり、二つのカテゴリデータ間には強い

相関があると言える。 
2.3 クラメールの連関係数の援用方法 
本研究では、クラメールの連関係数を文書の類似度と見

立て、援用する。以下、その算出方法を説明する。 
① 類似度を求めるために、文書を文書ベクトルに変換する。

文書ベクトルの各要素は、形態素解析を用いて抽出し

た名詞および名詞列とその出現回数である。名詞およ

び名詞列の順番は、出現回数（降順）、辞書順（昇

順）でソートする。 
② ①で作成した文書ベクトル A および B をカテゴリデー

タとみなし、式(1)によってクラメールの連関係数を求

める。ここで式(1)中の各値は以下のように求める。 
k =文書 A 中の名詞および名詞列の個数 
l ＝文書 B 中の名詞および名詞列の個数、 
fi,j ＝文書 A の i 番目の語句 WA,iの個数 

×文書 B の j 番目の語句 WB,iの個数 
×語の類似度(WA,i，WB,j) 

語の類似度(A,B)= 2×(語句 A と語句 B の共通意味数 
÷（語句 A の意味数＋語句 B の意味数） 

なお意味数は、計算機可読型辞書(MRD)から求める。 
fi＝ fi,1＋fi,2＋…＋fi,k 
fj＝ f1,j＋f2,j＋…＋fl,j  
n＝ fi,j の総和 

③ ②で求めた類似度の高い順に結果をユーザに提示する。 
 

2.4 特許検索システムの構築 
 以上の提案内容に基づき、処理する文書を特許公報に限

定した検索システムを構築した。そのスクリーンショット

を図１に示す。 
 

図１：特許検索システム 
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今回特許公報に限定した理由としては、特許は文書構造

が明確であるとともに、類似文書の評価が行われているこ

とから、本手法の評価に適切なタスクであると考えたため

である。また、①特許公報の内容把握、分類、情報蓄積は

人が行っており工数がかかること、②内容把握の結果や分

類が個人に依存し多様化する傾向にあること、③多様化の

ため、共有が困難になっていること、といった課題が特許

公報処理にはあり、その解決も視野に入れている。 
システムとしては、類似文書検索の他に、語彙抽出、検

索式による検索などの機能も用意したが、本稿とは直接関

係しないため、割愛する。 

3．評価実験 
3.1 実験概要 
本提案手法の有用性を評価するために、2.4 で示したシ

ステムを用い、評価実験を行った。評価実験では、X 社に

て実際に特許公報の業務に携わる A 氏に協力を依頼し、A
氏による評価と比較した。 
実験においては、A 氏が所属する X 社の製品に関する X

社の特許公報 1 件を特定の文書、この文書との類似度を求

める文書として、X 社の同製品の別の特許公報 1 件及び公

開済みの特許公報 26 件を用いた。特許公報は、A 氏によ

り、「かなり近い」「近い」「あまり近くない」「近くな

い」の 4 段階のカテゴリ分けがされている。このカテゴリ

わけと類似度の傾向が一致すれば、本システム、提案手法

の有用性が高いと評価する。また比較においては、特許公

報全体ではなく、特許公報において注目すべき、「請求項

の範囲」「解決すべき課題」「解決手段」にかかる部分ご

とに行った。 
また本システムにおいては形態素解析としては京都大学、

黒橋・河原研究室で公開されている JUMAN[4]を、MRD と

しては日本語 WordNet[5]を用いている。 
 

3.2 実験結果 
実験結果を図 2 に示す。請求については、特許公報によ

る差異はあまり見られなかった。課題および手段に関して

は、「かなり近い」が高くなる傾向が見受けられた。その

一方で、「あまり近くない」「近くない」において類似度

の高い特許公報が出てくる場合も見られた。また X 社の公

報については、請求、課題、手段もいずれも 0.6 以上の類

似度を得ている。 

 
図２：実験結果（全体） 

3.3 評価 
特許の部分ごとの類似度の平均値を表１に示す。「あま

り近くない」と「近くない」において値の逆転が起きてい

るが、全体として、「かなり近い」＞「近い」＞「あまり

近くない」「近くない」という傾向を見ることができる。

また、「請求」「課題」「手段」の 3 つの類似度の算術平

均に対し、同様の処理を行った場合、「かなり近い」

（0.59）、「近い」（0.48）、「あまり近くない」（0.42）
「近くない」（0.47）と同様の傾向が見られた。一方、

「X 社」に 24「かなり近い」に 23、「近い」に 22、「あま

り近くない」に 21、「近くない」に 20の評価値を与えた場

合の相関係数は、請求が 0.41、課題が 0.38、手段は 0.50 で

あった。この結果から、類似度とカテゴリに弱い相関があ

ると考えられる。 
以上のことから、本手法は、人の評価結果と一致してい

るとは言えないが、全体としては、妥当な結果を得ている

と考えられる。このことから、本手法が有用である可能性

を示すことができた。 
 

表 1：実験結果（特許の部分ごとの類似度の平均値） 

 範囲 

請求 課題 手段 

カテゴリ かなり近い 0.49 0.67 0.62

近い 0.42 0.52 0.49

あまり近くない 0.59 0.27 0.41

近くない 0.44 0.48 0.47

 

4．おわりに 
 本稿では、特定の文書に対する類似文書検索に対し、文

書ベクトルとクラメールの連関係数を用いた手法を提案し

た。特許公報を用いた評価結果から、本手法が有用に働く

可能性を示せた。しかし、精度に改善の余地を残すことか

ら、語句の位置などの情報も考慮した連関係数の計算方法

の改善、より多くの文書による評価などが今後の課題とし

て挙げられる。 
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